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介護保障の国際比較と日本の将来
スライド2

介護に関する社会保障給付の国民所得に占める割合　2003年
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資料出所：厚生労働省



日本の介護保険は「贅沢」に創られている
スライド3

日独仏韓の在宅給付の比較

24,400

44 ,000

69,000

91,500

127,500

161,800

195 ,600

49 ,700

104 ,000

165,800

194,800

267,500

306,000

358 ,300

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 独－特に過酷

日本－平均利用額（平成20年4月） 日本－支給限度額 独－現物給付限度額

独－現物2012年～ 独－現金給付支給限度額 独－現金2012年～

韓－支給限度額 仏－個別自立手当　2007年12月現在 仏－平均給付

日本は日額定額制、利用者負担10％。

独は月額定額制、これを超えるケア費用は自己負担。

韓は日額定額制、利用者負担は20％。

仏は所得によって自己負担が異なｌり、平均は29％

注１：日・韓の日額は30.4日換算で月額を計算

注2：日本は単位10円換算、

注4：ドイツ・フランスはユーロ130円換算、韓国はウォン.01円換算

資料出所：日－厚生労働省　韓－月刊介護保険2007年6月号

　　　　　　 独・「週刊社会保障」No2511

　　　　　　 仏：「世界の介護保障」（法律文化社）



施設の介護費用は部分給付の国が多い
スライド4

日独仏韓の施設給付の比較
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独は月額定額制、これを超えるケア費用は自己負担。

韓は日額定額制、利用者負担は20％。

仏は所得によって自己負担が異なｌり、平均は29％

注１：日・韓の日額は30.4日換算で月額を計算

注2：日本は単位10円換算、多床室給付　2009年介護報酬改定は反映していない
注4：ドイツ・フランスはユーロ130円換算、韓国はウォン.01円換算

資料出所：日－厚生労働省　韓－月刊介護保険2007年6月号
　　　　　　 独・「週刊社会保障」No2511

　　　　　　 仏：「世界の介護保障」（法律文化社）
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施行9年で施認定者数は1.8倍、給付は2.1倍に増加
スライド５

介護保険認定者数と給付年額の推移
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給付年額
単位：兆円

認定者数
単位：万人

資料出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」各年報・月報
　　　　　　　平成19～21年度の給付額は予算による。
注1)平成20年度の認定者数は平成20年9月現在のもの。
注2）平成12年度の給付年額は平成12年4月～13年2月の11ヶ月分



後期高齢化に伴い認定率は急上昇する
スライド６

年齢階層別・要介護度別に見た認定者の割合　平成20年7月現在
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要介護5 0.3% 0.6% 1.3% 2.6% 7.6%

要介護4 0.3% 0.7% 1.5% 3.0% 8.7%

要介護3 0.4% 0.9% 1.9% 3.9% 9.8%

要介護2 0.5% 1.1% 2.3% 4.6% 10.0%

要介護1 0.4% 1.0% 2.4% 5.1% 9.1%

経過的要介護 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

要支援2 0.4% 1.0% 2.3% 4.5% 6.3%

要支援1 0.3% 0.9% 2.3% 4.3% 4.8%

自立・未認定 97.3% 93.7% 86.0% 72.0% 43.7%

65～70歳未満 70～75歳未満 75～80歳未満 80～85歳未満 85歳以上

高齢者数は総務省「人口推計」、認定者数は厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報により試算

単位：％



要支援・要介護認定率は地域格差が大きく、とくに軽度は顕著

スライド７

要介護度別認定率（認定者数／第1号被保険者数　平成19年10月）
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高齢者の元気度と利用意向を都道府県ごとに見る

 重度認定率指数は上下15ポイント程度の地域格差が見られる

スライド８

軽度利用率指数・重度認定率指数の分布　平成19年4月
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の認定率。いずれも第1号被保険者のみの数値。都道府県ごとに、5

歳刻み年齢階層別人口で補正してある。



高齢者元気度一沖縄県と佐賀県の市町村

 前期・後期高齢者割合で補正

スライド９



大都市部の高齢者はそれほど元気ではない

 
前期・後期高齢者割合で補正
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要支援・要介護認定には恣意的な操作が感じられる

スライド11

第1号被保険者の認定率の推移
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悪化率は介護報酬切り下げの平成18年度に逆転して上昇
スライド12

要介護度別悪化度の推移
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施設サービス－受給者の２３％が給付の40％以上を使っている
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サービス種類別給付月額の内訳　全国　平成20年4月
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資料出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」



ホテルコスト負担－低所得者には補足給付

スライド14

ホテルコスト徴収による負担の変化
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療養病床は廃止に向けて撤退、訪問介護が微減へ

スライド15

サービス種類別給付月額の推移
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高齢者1人当たり給付額は徳島県と埼玉県で1.6倍の格差
スライド16

都道府県別 第1号被保険者1人当たり給付月額　平成19年10月
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施設・在宅サービスとも、西高東低の傾向が続いている

スライド17

高齢者１人当たり在宅・施設サービス給付月額　全国　2008年4月
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厚生労働省「介護保険事業状況報告」より試算
注：補足給付・高額介護サービス費を含まない。

保険料低

保険料高

単位：円



地域によってサービス利用形態はきわめて多様
スライド18

サービス系別　高齢者1人当たり給付指数　全国=100　平成20年3月
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大都市部は訪問系、地方は通所系サービス利用が目立つ
スライド19

高齢者１人当たり訪問系・通所系サービス給付月額　全国　平成20年4月
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厚生労働省「介護保険事業状況報告」より試算
訪問系サービス：訪問介護・訪問入浴・訪問看護・訪問リハ・居宅療養管理指導
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グループホームは長崎・青森県が突出

 
特定施設は都市部に多い

スライド20

高齢者1人当たりグループホーム・特定施設給付月額　平成20年3月
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介護施設と病院入院に補完関係はない→社会的入院・入所の実態

スライド21

介護保険施設費用と老人保健入院費用　平成17年度

沖縄県

鹿児島県

宮崎県

大分県 熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県

高知県

愛媛県

香川県

徳島県

山口県

広島県
岡山県

島根県

鳥取県

和歌山県

奈良県
兵庫県

大阪府

京都府

滋賀県

三重県

愛知県

静岡県

岐阜県

長野県

山梨県

福井県

石川県

富山県

新潟県
神奈川県

東京都

千葉県

埼玉県

群馬県

栃木県

茨城県

福島県

山形県

秋田県

宮城県

岩手県

青森県

北海道

R2 = 0.3452

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

340,000

350,000

360,000

370,000

380,000

390,000

400,000

410,000

420,000

430,000

440,000

450,000

460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

510,000

520,000

530,000

540,000

550,000

120,000 130,000 140,000 150,000 160,000 170,000 180,000 190,000 200,000 210,000 220,000 230,000 240,000 250,000 260,000

高齢者１人当たり介護保険施設費用年額

老
人
保
健
１
人
当
た
り
入
院
費
用
年
額

注1：介護保険施設費用は厚生労働省「介護保険事業
状況報告」より試算。老人保健入院費用は国民健康保

険中央会「国民健康保険の実態」による。

病院・施設とも多い地域



軽度認定者のサービス利用額は変化していない

スライド22

利用者1人当たり在宅サービス費用の推移
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平成14年10月 30.3 63.9 93.1 133.2 157.2 181.8

平成15年10月 30.7 65.5 98.5 139.9 165.1 189.5

平成16年10月 29.6 65.3 100.7 142.6 168.9 193.1

平成17年10月 29.5 66.6 103.2 145.6 170.5 194.2

平成18年10月 24.2 43.1 30.2 63.8 92.8 127.8 162.1 195

平成19年10月 24.5 44 31.8 70.2 94.8 131.8 166.8 200.9

平成20年4月 25.2 45.5 31.1 71.3 94.8 132.5 168.3 203.2 

要支援１ 要支援２ 要支援等・経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

資料出所；厚生労働省統計情報部「介護給付費実態調査月報」各月

注：平成20年4月は31日換算してある



どんな改革が求められているのか

ケアマネジメントの再構築が焦眉の課題

「レンタル家族の時間貸し」からの脱却

居住サービス＋在宅サービスの総合化

認知症ケアの開発普及がキーポイント

介護保険は三段跳び

団塊の要介護世代へ向けて介護保険の完成を！

スライド23



在宅介護サービスの質はきわめて貧しい

スライド24

訪問通所・短期入所サービス利用者の利用単位数の分布　平成19年10月審査分
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ケアプランの標準化が全くできていない在宅サービス

○

 

「在宅の介護時間は、その家族における家族構成員と高齢者の関係性によって任意に決定されて」おり、介護時間は「要介護度や高齢者の日

 
常生活能力、痴呆症状の有無は関連していない」

○

 

「家族介護者が在宅で提供している介護時間が少ない者が、介護サービスの利用率が高いという傾向は見られず、家族による介護提供時間

 
の長さと利用する介護サービスの利用量との間には関係性は見いだせなかった」

在宅介護についての専門家による他計式1分間タイムスタディ調査法による調査結果

筒井孝子「高齢社会のケアサイエンス」から

スライド25



ケアマネジャーは「ご用聞き」レベル
スライド26

要介護度別ケアプランの構成サービス種類数
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資料出所：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」平成15年11月審査分、平成16年11月審査分、平成17年11月審査分。平成18
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保険者別に見たケアプラン費用額の分布
スライド27
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事業者別にみたケアプラン利用単位数分布 平成19年4月
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標準化の努力が見られない 軽度でサービス売上げ向上？

重度重視・標準化の努力？ ご用聞きレベルのケアプラン


	介護保険の現在と未来��－サービスの在り方を考える－��
	介護保障の国際比較と日本の将来
	日本の介護保険は「贅沢」に創られている
	施設の介護費用は部分給付の国が多い
	施行9年で施認定者数は1.8倍、給付は2.1倍に増加
	後期高齢化に伴い認定率は急上昇する
	要支援・要介護認定率は地域格差が大きく、とくに軽度は顕著
	高齢者の元気度と利用意向を都道府県ごとに見る��重度認定率指数は上下15ポイント程度の地域格差が見られる
	高齢者元気度一沖縄県と佐賀県の市町村�前期・後期高齢者割合で補正
	大都市部の高齢者はそれほど元気ではない　前期・後期高齢者割合で補正
	要支援・要介護認定には恣意的な操作が感じられる
	悪化率は介護報酬切り下げの平成18年度に逆転して上昇
	施設サービス－受給者の２３％が給付の40％以上を使っている
	ホテルコスト負担－低所得者には補足給付
	療養病床は廃止に向けて撤退、訪問介護が微減へ
	高齢者1人当たり給付額は徳島県と埼玉県で1.6倍の格差
	施設・在宅サービスとも、西高東低の傾向が続いている
	地域によってサービス利用形態はきわめて多様　
	大都市部は訪問系、地方は通所系サービス利用が目立つ
	グループホームは長崎・青森県が突出　特定施設は都市部に多い
	介護施設と病院入院に補完関係はない→社会的入院・入所の実態
	軽度認定者のサービス利用額は変化していない
	スライド番号 23
	在宅介護サービスの質はきわめて貧しい
	ケアプランの標準化が全くできていない在宅サービス
	ケアマネジャーは「ご用聞き」レベル
	保険者別に見たケアプラン費用額の分布
	事業者別にみたケアプラン利用単位数分布 平成19年4月
	Ｓ社のケアプラン
	生活援助は月10回程度、身体介護は要介護5で1日1回の利用
	必要なサービスとは何なのか－施設の地域化を考える
	スライド番号 32
	北欧をはじめ欧米はスポットの巡回介護が主流
	規模別に見たサービス事業者の収益　平成20年
	介護・看護職員1人当たり利用者の推移　平成17年－20年
	介護・看護職（常勤）の給与　平成17年－20年
	地方公務員と民間では介護職給与は年齢で低く、経験年数で同一
	介護職は経験年数が短い　明らかに給与の男女差が見られる
	施設介護職員にいくらの給与を支払うことが可能なのか
	介護職員の離職率(1)－訪問介護員の定着率は高い
	介護職員の離職率(2)－定着と高離職は両極化している
	認知症ケアはまだ未開発－経験と勘の世界からの脱却へ
	認知症ケアは脳科学・精神医療・介護の三層構造
	支援の順序としての補完性原理
	スライド番号 45
	高浜市に見るローカルイニシアティブ



